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 ２ 個別協定に係る評価                         
   平成19年６月30日現在で協定が締結されている個別協定は19協定で集

落協定に比較すると少なくなっている。 

 

     個別協定の取組内容は次のとおりである。 

 

取 組 内 容 区 分 実施時期 

利用権の設定等又は基幹的農作業の受託 必須 毎年実施 

農業生産活動等として取り組むべき事項 

 ・耕作放棄の防止等の活動 

・水路・農道等の管理活動 

・多面的機能を増進する活動 

選択 毎年実施 

利用権の設定等として取り組むべき事項 選択 
平成21年度までに

実施 

 

  (1)利用権の設定等又は基幹的農作業の受託の状況 

      平成19年度までは、確実に実施されており、平成21年度以降も目標の達成

が見込まれる。 

                            （対象：19個別協定） 

区 分
H19までの実施状況 

（取組数） 

H21までの実施見込 

（取組数） 
評   価 

◎ 2

○ 19 19 17

△ 0 0 0

× 0 0 0

  

   (2)農業生産活動等として取り組むべき事項（耕作放棄の防止等の活動）の実施

状況 

      平成19年度までは、確実に実施されており、平成21年度以降も目標の達成

が見込まれる。 

（対象：16個別協定） 

区 分
H19までの実施状況 

（取組数） 

H21までの実施見込 

（取組数） 
評   価 

◎ 2

○ 17 17 14

△ 0 0 0

× 0 0 0
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(3)農業生産活動等として取り組むべき事項（水路・農道等の管理活動）の実施

状況 

      平成19年度までは、確実に実施されており、平成21年度以降も目標の達成

が見込まれる。 

（対象：10個別協定） 

区 分
H19までの実施状況 

（取組数） 

H21までの実施見込 

（取組数） 
評   価 

◎ 0

○ 18 18 10

△ 0 0 0

× 0 0 0

 

(4)農業生産活動等として取り組むべき事項（多面的機能を増進する活動）の実

施状況 

      平成19年度までは、確実に実施されており、平成21年度以降も目標の達成

が見込まれる。 

（対象：11個別協定） 

区 分
H19までの実施状況 

（取組数） 

H21までの実施見込 

（取組数） 
評   価 

◎ 2

○ 14 14 9

△ 0 0 0

× 0 0 0

 

(5)利用権の設定等として取り組むべき事項の進捗状況 

      平成19年度までは利用権の設定が通知基準の5割を達成していないが、市

町村の指導・助言により通知基準の達成が見込まれる。 

（対象：1個別協定） 

区 分
H19までの実施状況 

（取組数） 

H21までの実施見込 

（取組数） 
評   価 

◎ 0

○ 0 0 0

△ 1 1 1

× 0 0 0

 

【要指導・助言の内訳】 

  利用権の設定等として取り組むべき事項        （対象：1個別協定） 

区     分 集落数 割合(%)

利用権設定の促進 1 100
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(6)総合評価 

   個別協定の活動状況を加点法により総合評価した状況は下記のとおりであ

る。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

「優」の個別協定が１５．８%、「良」の個別協定が４２．１%となって

いる。個別協定では、必須項目が１項目のみであるため、集落協定に比較し

て「可」の割合が高くなっている。個別協定についても適切・順調に取組が

実施されていると認められる。 

 

 
Ⅳ 制度の評価                                

市町村中間年評価書及び市町村及び集落協定の代表者に対して実施したアン

ケート調査の結果を踏まえ、本事業の成果と課題を検証する。 

 

１ 耕作放棄の発生防止                           

   本事業を実施している協定農用地１０，１０７ｈａでは、農業生産活動の継

続のほか、農用地の法面や水路・農道等の管理、鳥獣害対策、周辺林地の下

草刈などの共同作業等の取組を通じて耕作放棄の発生防止が図られている。 

アンケート調査によると、本事業が耕作放棄地の増加を防止する効果があ

ると考える割合は、集落協定・市町村ともに９７％を超えている。 

     
区     分 集落協定数 割合（％）

非常に大きな効果がある ６６２ ５２．７

それなりの効果がある ５５６ ４４．３

あまり効果はない ３５ ２．８

全く効果はない ３ ０．２

合     計 １，２５６ １００

 
区     分 市町村数 割合（％）

非常に大きな効果がある ４８ ６３．２

それなりの効果がある ２６ ３４．２

あまり効果はない １ １．３

全く効果はない １ １．３

合     計 ７６ １００

良：8協定
（42.1%）

可：8協定
（42.1%）

優：3協定
（15.8%）

総合評価の内訳 
 
優 ：取組項目に「◎」又は「○」が

５以上かつ「×」がない場合 
 
良 ：取組項目に「◎」又は「○」が

３以上ある場合 
 
可 ：取組項目に「◎」又は「○」が

１以上ある場合 
 
不可：利用権の設定等又は受委託の全

てが解除された場合 
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  また、本事業に取り組んでいなければ、協定農用地が平成１７年度～２１

年度までの５年間で耕作放棄されるかについては、耕作放棄されると考える

割合が集落協定で８８．９％、市町村で９７．４％となっており、市町村の

方が耕作放棄が発生する恐れが大きいと考えている。 

  集落協定では、「耕作放棄されない」と考える割合が１１．１％ある一方

で、「５割以上」と考える割合が１０％を超えており、集落協定間の取組に

格差があるものと推測される。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

全て １９ １．５

５割以上 １２７ １０．１

４割程度 １０３ ８．２

３割程度 ２８１ ２２．４

２割程度 ２８８ ２２．９

１割程度 ２９９ ２３．８

耕作放棄されない １３９ １１．１

合     計 １，２５６ １００

 
区     分 市町村数 割合（％）

全て １ １．３

５割以上 ５ ６．６

４割程度 ４ ５．３

３割程度 ２６ ３４．２

２割程度 １７ ２２．４

１割程度 ２１ ２７．６

耕作放棄されない １ １．３

わからない １ １．３

合     計 ７６ １００

 

 

 

63.2%

34.2%

52.7%
44.3%

1.3%1.3%

2.8% 0.2%

非常に大きな効果がある

それなりの効果がある

あまり効果がない

全く効果がない

内側：市町村
外側：集落協定
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   耕作放棄を防止するために重要な取組である集落全体で農地の法面や水

路・農道等の管理に係る共同作業の状況は、「協定締結前から行っていたが、

協定締結を契機に活発に行われるようになった」（５５．３％）と「協定締

結前はあまり行われていなかったが、協定締結を契機に活発に行われるよう

になった」（２６．２％）を合わせると「協定を契機に活発化した」が８１．

５％を占めている。また、「協定締結前から活発に行われている」を合わせ

ると、９８．２％の集落で活発な活動が行われている。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

協定締結前から活発に行われている ２１０ １６．７

協定締結前から行っていたが、協定締結を契機に活発

に行われるようになった 
６９５ ５５．３

協定締結前はあまり行われていなかったが、協定締結

を契機に活発に行われるようになった 
３２９ ２６．２

協定締結前からあまり行われていない ２２ １．８

合     計 １，２５６ １００

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22協定（1.8%）

329協定（26.2%）

695協定（55.3%）

210協定（16.7%）

協定前から活発

協定締結前から行っていたが協定を
契機に活発化
協定締結前は行っていなかったが協
定を契機に活発化
協定締結前から余り行われていない

1.3% 6.6%

5.3%

34.2%

22.4%

1.5%
10.1%

8.2%

22.4%

22.9%

23.8%

11.1%

1.3%1.3%

27.6%

全て
５割以上
４割程度
３割程度
２割程度
１割程度
耕作放棄されない
わからない

内側：市町村
外側：集落協定
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  また、集落全体での農地の法面や水路・農道等の管理に係る共同作業の年間

の回数は、協定締結前(平成１６年度以前)と比較すると８２．１％の集落で増

加しており、「１～３回増えた」割合が５９．８％と一番高くなっている。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

１０回以上増えた ９ ０．７

７～９回増えた ２７ ２．２

４～６回増えた ２４４ １９．４

１～３回増えた ７５１ ５９．８

変わらない ２２４ １７．８

減った １ ０．１

合     計 １，２５６ １００

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   耕作放棄発生の主要因である鳥獣害を防止する取組の状況をアンケート調

査で回答があった４５５協定の状況から確認すると、鳥獣害対策の実施面積

は、平均４．９ｈａとなっている。 

鳥獣害対策の種類は、「防護柵（電気柵を含む）」（６９．５％）、「ネット」

（５１．９％）が上位を占め、「ワナ」（１６．９％）と「爆音機」（１４．９％） 

がほぼ同じ割合となった。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

防護柵（電気柵を含む） ３１６ ６９．５

ネット ２３６ ５１．９

ワナ ７７ １６．９

爆音機 ６８ １４．９

その他 ７４ １６．３

                            【母数：４５５協定】 
 

鳥獣による協定農用地の被害面積は、協定締結前（平成１６年度以前）と

比較すると、「被害が減った」が６２．８％となった。「５割以上減った」

244協定（19.4%）

751協定（59.8%）

224協定（17.8%）

9協定（0.7%）1協定（0.1%）
27協定（2.2%）

10回以上増えた

7～9回増えた

4～6回増えた

1～3回増えた

変わらない

減った
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が２６．８％で最も多くなっており、交付金を活用して有効な対策を講じて

いる成果と思われる。 
 

区     分 集落協定数 割合（％）

被害はなくなった ４９ １０．８

５割以上減った １２２ ２６．８

３割程度減った ７２ １５．８

１割程度減った ４３ ９．４

変わらない ７４ １６．３

被害は増えた ７９ １７．４

わからない １６ ３．５

合     計 ４５５ １００

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  次に、第１期対策を実施し、第２期対策に移行しなかった集落の現状につ

いて市町村にアンケート調査を実施したところ、市町村が把握している１４

７協定について回答があった。第１期対策を実施している間は耕作放棄が発

生していなかったが、事業を取り止めてから３年の間に、約８割の集落で耕

作放棄が新たに発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16協定（3.5%）

79協定（17.4%）

74協定（16.3%）

72協定（15.8%）

122協定（26.8%）

49協定（10.8%）

43協定（9.4%）

被害はなくなった

5割以上減った

3割以上減った

1割以上減った

変わらない

被害が増えた

わからない

41協定（27.9%）

32協定（21.7%）

42協定（28.6%）

30協定（20.4%）

2協定（1.4%）

全てで耕作又は適正管
理されている

８～９割で耕作又は適正
管理されている

７～８割で耕作又は適正
管理されている

５～７割で耕作又は適正
管理されている

耕作又は適正管理は５
割以下である

33
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    さらに、集落協定に対するアンケート調査によると、本事業に取り組んでい

ない周辺の農用地は、協定締結前（平成１６年度以前）に比較すると「耕作

放棄地が増加した」の合計が６０．６％となり、「耕作放棄地が発生していな

い」（３９．２％）を上回っている。  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の耕作放棄地率は、２００５年農林業センサスによると１７．５％と

なっている。農林統計上の地域別に見ると、諸条件が厳しい中山間地域の占

める割合が高くなっており、第２期対策に移行しなかった集落の現状及び本

事業を実施していない周辺農用地の状況を鑑みても本事業の効果は大きいも

のと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                         【2005年農林業センサス】 

   

 

※旧市町村区分別 

耕作放棄地の地域類型別割合

中間
45.5%

山間
21.0%

都市
11.6%

平地
21.9%

中山間地域 66.5% 

3協定（0.2%）

492協定（39.2%）

92協定（7.3%）
146協定（11.6%）

523協定（41.6%）

耕作放棄地が１～２割増加した

耕作放棄地が２～３割増加した

耕作放棄地が３割以上増加した

耕作放棄地は発生していない

未回答
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    しかしながら、特に基礎単価の活動を行っている集落協定の中には、本事

業に取り組むことにより何とか耕作放棄の発生が抑制されているという集落

協定もあり、このことは幾つかの市町村中間年評価書でも指摘されていると

ころである。 

今後は、引き続き、担い手の育成や集落ぐるみの営農を目指す自律的かつ

継続的な農業生産活動へのステップアップを支援するとともに、必要に応じ

て、有害鳥獣対策や遊休農地対策等を活用した中山間地域の集落づくりを支

援していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集落の将来
への方向性

基礎単価の活動

一
般
加
算
活
動

集落ぐるみの集

落営農

担い手の確保

担い手への集積

機械・農作業の

共同化

都市農村交流

集落間連携
学校等との連携

誘　　導
 ◆鳥獣害対策

 ◆遊休農地対策
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  ２ 地域・集落の活性化                          

アンケート調査によると、本事業が集落や地域の活動の維持・活性化を促す

効果があると考える割合は、集落協定・市町村ともに９６％を超えている。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

非常に大きな効果がある ４６６ ３７．１

それなりの効果がある ７４０ ５８．９

あまり効果はない ４７ ３．８

全く効果はない ３ ０．２

合     計 １，２５６ １００

 
区     分 市町村数 割合（％）

非常に大きな効果がある ３５ ４６．１

それなりの効果がある ３９ ５１．３

あまり効果はない ２ ２．６

全く効果はない ０ ０

合     計 ７６ １００

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

集落の活性化や将来に向けた話し合いの状況は、「協定締結前から行って

いたが、協定締結を契機に活発に行われるようになった」（３２．０％）と「協

定締結前はあまり行われていなかったが、協定締結を契機に活発に行われる

ようになった」（４９．７％）を合わせると８１．７％となる。さらに、「協

定締結前から活発に行われている」（４．８％）を合わせると、８６．５％の

集落で活発な話し合いが行われている 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

協定締結前から活発に行われている ６０ ４．８

協定締結前から行っていたが、協定締結を契機に活発

に行われるようになった 
４０２ ３２．０

協定締結前はあまり行われていなかったが、協定締結

を契機に活発に行われるようになった 
６２５ ４９．７

協定締結前からあまり行われていない １６９ １３．５

合     計 １，２５６ １００

46.1%

51.3%

37.1%

58.9%

2.6%

3.8% 0.2%

非常に大きな効果がある

それなりの効果がある

あまり効果がない

全く効果がない

 内側：市町村
外側：集落協定
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また、集落の話し合いの年間の回数は、協定締結前(平成１６年度以前)と比

較すると８３．０％の集落で増加しており、「１～３回増えた」割合が５５．

３％と一番高くなっている。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

１０回以上増えた ２１ １．７

７～９回増えた ４８ ３．８

４～６回増えた ２７９ ２２．２

１～３回増えた ６９５ ５５．３

変わらない ２０６ １６．４

減った ７ ０．６

合     計 １，２５６ １００

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

169協定（13.5%）

625協定（49.8%）

402協定（32.0%）

60協定（4.8%）

協定前から活発

協定締結前から行っていたが協定を
契機に活発化

協定締結前は行っていなかったが協
定を契機に活発化

協定締結前から余り行われていない

7協定（0.6%）

206協定（16.4%）

695協定（55.3%）

279協定（22.2%）

21協定（1.7%）

48協定（3.8%）

10回以上増えた

7～9回増えた

4～6回増えた

1～3回増えた

変わらない

減った
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  話し合いがきっかけになり協定締結前（平成１６年度以前）と現在で何が
変わったと感じるかでは、「集落活動に対する住民の意識が高まった」（６２．

３％）、「景観作物の作付等により集落の景観がよくなった」（４０．５％）、

「住民との繋がりが深まった」（３６．１％）等が上位を占めるほか、多様な

取組が行われている。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

集落活動に対する住民の意識が高まった ７８３ ６２．３

景観作物の作付等により集落の景観がよくなった ５０９ ４０．５

住民との繋がりが深まった ４５３ ３６．１

農作業の共同化の取り組みが始まった（又は活性化し

た） 
３１４ ２５．０

担い手への農地集積や作業委託への取り組みが始ま

った（又は活性化した） 
２５０ １９．９

認定農業者の育成に向けた取り組みが始まった（又は

活性化した） 
１１６ ９．２

高付加価値農業の取り組みが始まった（又は活性化し

た） 
１０４ ８．３

地場産農林水産物の直売・加工・販売が始まった（又

は活発化した） 
１０１ ８．０

新規就農者の確保に向けた取り組みが始まった（又は

活性化した） 
９０ ７．２

他の集落等との共同の取り組みが始まった（又は活発

化した） 
８８ ７．０

都市住民等との交流活動が始まった（又は活発化し

た） 
６９ ５．５

自然生態系の保全等学校等教育機関との連携、ＮＰＯ

法人等と連携した活動が始まった（活発化した） 
５９ ４．７

伝統芸能や祭り等、集落のイベントが復活した（又は

活性化した） 
５８ ４．６

その他 ４９ ３．９
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104
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314

453

509 783

0 100 200 300 400 500 600 700 800

集落活動に対する住民の意識が高まった

景観作物の作付等により集落の景観がよくなった

住民との繋がりが深まった

農作業の共同化の取り組みが始まった

担い手への農地集積や作業委託への取り組みが始まった

認定農業者の育成に向けた取り組みが始まった

高付加価値農業の取り組みが始まった

地場産農林水産物の直売・加工・販売が始まった

新規就農者の確保に向けた取り組みが始まった

他の集落等との共同の取り組みが始まった

都市住民等との交流活動が始まった

自然生態系の保全等学校等教育機関との連携等と連携した活動が始まった

伝統芸能や祭り等、集落のイベントが復活した

その他

（集落協定数） 
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   アンケート調査でも、集落内の連帯意識の向上、女性や高齢者の活動の活発

化、集落間連携の活発化など多くの取組が見られた。今後は、これらの取組の

定着化を図る必要がある。 
   なお、アンケート調査の結果、女性役員が選任されている集落協定は１６７

集落協定（１３．３％）、女性の平均参加者は２．１人に止まっている。また、

協定締結に当たっての話し合いへの女性の参加が「ほとんどない」が５割を超

えている。共同作業や直売の取組等を通じて女性の積極的な参加の動きが見ら

れるが、女性の役員への登用や話し合いへの積極的な参加が望まれる。 
 
3 多面的機能の維持                           

本事業が国土保全や保健休養機能等の多面的機能の発揮の役割を維持保全

する効果があると考える割合は、集落協定・市町村ともに９０％を超えている。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

非常に大きな効果がある ３１７ ２５．２

それなりの効果がある ８１８ ６５．１

あまり効果はない １１５ ９．２

全く効果はない ６ ０．５

合     計 １，２５６ １００

 
区     分 市町村数 割合（％）

非常に大きな効果がある ２５ ３２．９

それなりの効果がある ４８ ６３．２

あまり効果はない ３ ３．９

全く効果はない ０ ０

合     計 ７６ １００

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集落協定が国土保全や保健休養機能等の多面的機能の増進または発揮の取

り組みを通じてあったと感じる効果は、「景観の保全」（５８．８％）、「災害

の抑制」（４４．３％）、「自然生態系の保全」（３７．３％）、「水源のかん養」

（２７．１％）の順番に多数となっている。 

32.9%

63.2%

25.2%

65.1%

9.2%

3.9%

0.5%

非常に大きな効果がある

それなりの効果がある

あまり効果がない

全く効果がない

内側：市町村
外側：集落協定
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区     分 集落協定数 割合（％）

景観の保全 ７３９ ５８．８

災害の抑制 ５５７ ４４．３

自然生態系の保全 ４６８ ３７．３

水源のかん養 ３４０ ２７．１

地域社会・文化の保全 １４５ １１．５

情操教育 ９９ ７．９

観光・保健休養 ６０ ４．８

その他 ６ ０．５

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市町村が考える国土保全や保健休養機能等の多面的機能の増進または発揮

の取り組みを通じてあったと感じる効果は景観の保全（８０．３％）の割合

が高くなっている。 
区     分 市町村数 割合（％）

景観の保全 ６１ ８０．３

災害の抑制 ４１ ５３．９

自然生態系の保全 ３３ ４３．４

水源のかん養 ３２ ４２．１

地域社会・文化の保全 １３ １７．１

観光・保健休養 １１ １４．５

情操教育 １０ １３．２

その他 ３ ３．９
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739
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災害の抑制
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観光・保健休養

その他

（集落協定数） 

3
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32

33

41

61
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景観の保全

災害の抑制

自然生態系の保全

水源のかん養

地域社会・文化の保全

観光・保健休養

情操教育

その他

（市町村数） 40
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集落代表者のこえ（集落協定アンケート調査から） 

農地を守る考えが強く

なると共に、この取組

により自信もついた。

平成１９年度より

荒廃農地を優良農

地にし、そこへワ

ラビ、山フキを植

える計画です。 

共同という考え方、作

物の栽培又、農地の保

全等を話し、まとまり

が出来たと思います。 

個人でできないも

のも、集落共同で取

り組むことによっ

てできる事業があ

る事を認識した。

協定参加者の結びつき

が強まり、より一層団

結して共同作業に取り

組めるようになった。

村から出て行った息子達も

共同作業には参加し、地元

の行事にも出席するように

なった。都市との交流とま

ではいかないがつながりが

出来た。荒廃農地が広がら

ないためにもなった。 

本制度により集落全

戸で有害鳥獣（イノシ

シ）の駆除に対する意

識が向上した。全戸で

電気柵で取り組むこ

とで被害を皆無にす

ることが出来た。 

当初は協力的でなかっ

た人も喜んで参加して

くれるようになった。 

共同作業を通して、集

落内に関心を多く持

つようになった。助け

合いの心が増えた。 

耕作放棄地がなくな

り、景観が良くなり、

祭り等の地域活動が

復活した。 

集落の将来の不安に対

して、何かをしなければ

との機運が高まるとと

もに、具体的な内容も語

られるようになった。 

消費者に農業の大切さを少し

理解してもらえたことと、交流

を通して人との関係が密にな

った。また、特に女性の中で、

休耕地を活かした加工品（そ

ば）等に関心が強くなった。

集落の子供たちとの共

同作業で、子供たちの

農業への理解が増して

きたように思われる。 

子供会との交流が広

がり、共同作業など

通じて集落のもとま

りや世代間の交流が

できた。 

80歳代の方で「水稲栽
培をやめようと思った

が、共同の草刈りや空

中散布についても面倒

を見てもらえるので、

もう少し頑張る」とい

う意欲の方もいる。 

「管理放棄しようと

思っていたが、共同で

維持管理できるとい

うことで、あきらめな

い」という声もある。 

女性たちに直売所等

の関心が出てきた。

役員の中に若い地域住

民が参加し、集落の状況

の理解が深まり、その

後、若い人が議論に参加

する傾向が出てきた。

遊休荒廃地を少なく

したいという気持ち

が高まっている。

農業継続困難な

農家への協力、助

け合いの気持ち

が強くなった。 

農道に花を植え

ることで景観が

良くなった。

ビオトープを造り

景観作物の推進を

した。また、女性グ

ループが道路に花

をたくさん植えた。 
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 集落の活性化が図ら

れ、隣の田畑の作物に

関心を持ち、作業の手

伝いや話し合いが持

てるようになった。

景観が以前より良くなっ

た。共同作業により、協定

者・協定者以外を問わず結

束がより強くなった。 

耕作放棄地の復旧、耕地周

辺や鳥の被害が発生しや

すい藪の草刈りなど、個人

では困難な作業を皆が参

加して処理することで連

帯感が生まれつつある。 

何の事業も１人では困

難。集落一体となって

取り組んだことによ

り、お互いが将来に向

かって地域を自分たち

の手で守ろうとする意

欲が出たと思う。 

農地保全について、個々の

考えが強かったが「共同」

の精神が芽生えてきた。

当地区においては近年獣害がひどく

（鹿、猪、狸）、豆、とうもろこし、い

も類は作付けできない状況でしたが、

本制度の資金を使い電柵を設置したと

ころ、鹿、猪の害はほとんどなくなり、

協定参加者の全員が喜んでいます。今

後も対策の範囲を拡大します。 

共同作業により年

代を越えての連帯

感が増し、意見交

換の場が増えた。

集落の将来像や地

区の抱えている問

題点について、話を

する場ができた。 

共同の精神（心）ができた

と思います。・協定のない

集落からうらやましがら

れ（ほめられ）ている。 

今までは個々の考え方で農作

物を作っていたが、育苗等共

同で考え意見を出し合い良い

ものが出来るようになった。

各方面ごとに日を決めて、農

道、水路の管理をするように

なった。仲間意識が浸透し、

共同作業の回数が増えた。 

災害が発生されると予想

される箇所についても、

検討するようになった。

集落として自然を守る動

きは出たが、発展していく

ところまではいかない。 

耕作放棄地が近くにあ

り、ますます荒れてひ

どい事になっていくの

を見ると制度に参加し

ているところはきれい

に草刈り、田に豆蒔く

等してあり、他の人が

見てもこの制度は良い

ことと思います。 交付金の対象とならな

い人でも、中山間地域

の活動に触発され、農

地を守る気運がでてき

たように思われる。 

話し合いや寄り

合いの数が増

え、将来農業に

関しての意見が

活発になった。 

条件が悪く耕作放棄され

ていた土地が共同作業に

より耕作地に復活した。 

耕作放棄地は深い湿

田のために作物を作

ることができないの

で、ホタルを増やすこ

とにし、それなりの成

果がありました。 
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４ その他                                 

協定を締結した理由（目的）は、「水路・農道等の適正管理が図られるか   

（８３．１％）、「耕作放棄地の抑制ができるから」（７４．６％）がとなって

おり、前記のとおり協定を締結した目的が多くの集落協定で達成されていると

考えられる。 

 
区     分 集落協定数 割合（％）

水路・農道等の適正管理が図られるから １，0４４ ８３．１

耕作放棄地の抑制ができるから ９３７ ７４．６

鳥獣被害の抑制ができるから ３８５ ３０．７

災害の抑制ができるから ２６２ ２０．９

農作業の共同化が図られるから ２５６ ２０．４

平成１２年度からの前対策が良かったから ２３９ １９．０

農業の担い手の育成や確保ができるから ２３０ １８．３

集落活動の復活や増加により集落のまとまりが良く

なるから 
２２４ １７．８

農地の集積や農作業の受委託が進むから １９０ １５．１

農外収入が増えるから ９７ ７．７

都市住民や地域の非農家等との交流が活性化するか

ら 
６４ ５．１

集落の文化等の維持・保全ができるから ５９ ４．７

その他 ３ ０．２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、協定に参加していない周辺住民の本事業に対する評価は、「評価し

ていると思う」が集落協定・市町村ともに６割前後となっており、「評価し

ていないと思う」を大きく上回っている。 

アンケート調査の結果、協定に参加していない周辺住民と水路・農道の管

理や周辺林地の共同活動を行っている事例も報告されており、その様な取組

を通じて本事業の理解が進んでいると考えられるが、なお一層、県民の理解

を得ていく必要がある。 

3
59
64
97

190
224
230
239

256
262

385
937

1,044

0 200 400 600 800 1,000 1,200

水路・農道等の適正管理が図られるから

耕作放棄地の抑制ができるから

鳥獣被害の抑制ができるから

災害の抑制ができるから

農作業の共同化が図られるから

平成１２年度からの前対策が良かったから

農業の担い手の育成や確保ができるから

集落活動の復活や増加により集落のまとまりが良くなるから

農地の集積や農作業の受委託が進むから

農外収入が増えるから

都市住民や地域の非農家等との交流が活性化するから

集落の文化等の維持・保全ができるから

その他

（集落協定数） 
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区     分 集落協定数 割合（％）

評価していると思う ７９０ ６２．９

評価していないと思う ２６ ２．１

関心がないようだ １６７ １３．３

わからない ２７３ ２１．７

合     計 １，２５６ １００

 
区     分 市町村数 割合（％）

評価していると思う ４５ ５９．２

評価していないと思う ３ ３．９

関心がないようだ １１ １４．５

わからない １７ ２２．４

合     計 ７６ １００

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
   また、アンケート調査によると、耕作放棄地の復旧に「取り組んでいる又は

現在は取り組んでいないが残りの協定期間で取り組んでみたい」集落協定の割

合は２６．４％となっており、本事業の趣旨である耕作放棄の発生防止から一

歩踏み出して、耕作放棄地の復旧に取り組みたいという集落協定も見られる状

況である。 
 

区     分 集落協定数 割合（％）

取り組んでいる又は現在は取り組んでいないが残り

の協定期間で取り組んでみたい 
３３２ ２６．４

現在の協定農用地を耕作するのが精一杯で取り組み

はできない又は耕作放棄地がない 
９２４ ７３．６

 
 
 
 
 

59.2%

3.9%

14.5%

22.4%

62.9%

2.1%

13.3%

21.7%

評価していると思う

評価していないと思う

関心がないようだ

わからない

内側：市町村
外側：集落協定
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Ⅴ まとめ                                 
  交付金交付の評価の結果、集落協定、個別協定ともに交付金の停止及び返還が 
必要な協定はなく、総合評価でも「優」と判定された協定が２５％を超えるなど、 
事業が適切かつ着実に進められている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、本事業の実施によって、耕作放棄の発生防止はもとより、地域・集落の

活性化及び多面的機能の維持の面でも大きな効果を上げている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取組別の事業効果（集落協定） 

協定の総合評価の状況 

「優（◎）」
332協定（26.1%）

「良（○）」
852協定（66.8%）

「可（△）」
91協定（7.1%）

317協定(25.2%) 818協定(65.1%)

115協定(9.2%)

6協定(0.5%)

466協定(37.1%) 740協定(58.9%)

47協定(3.8%)

3協定(0.2%)

662協定(52.7%) 556協定(44.3%)

35協定(2.8%)

3協定(0.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耕作放棄の発生防止

地域・集落の活性化

多面的機能の維持

非常に大きな効果がある それなりの効果がある あまり効果がない 全く効果がない
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  今回の中間年評価を通じて多くの市町村、集落協定から本事業の継続を望む声

が寄せられた。 
 

区     分 集落協定数 割合（％）

強く継続を望む ６７４ ５３．７

できれば継続を望む ４１４ ３３．０

廃止してもよい ４２ ３．３

どちらでもよい ６４ ５．１

わからない ６２ ４．９

合     計 １，２５６ １００

 
区     分 市町村数 割合（％）

強く継続を望む ４２ ５５．３

できれば継続を望む ２４ ３１．６

廃止してもよい １ １．３

どちらでもよい ３ ３．９

わからない ６ ７．９

合     計 ７６ １００

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  本県ではこの様な状況に鑑み、平成２０年２月６日に国に対して、事業の継続

と集落等の要望を反映した制度の充実について要望を行っている。 
  本事業を次期対策につなげていくためにも平成２１年度の事業終了時には、全

協定の目標が確実に達成できるよう市町村と連携して支援を継続していく必要

がある。 
 
 
 
 
 
 

55.3%
31.6%

1.3%
3.9%

7.9%

53.7%

33.0%

3.3%

5.1%
4.9%

強く継続を望む

できれば継続を望む

廃止してもよい

どちらでもよい

わからない

内側：市町村
外側：集落協定
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アンケート調査に対して、事業を「廃止してもよい」又は「どちらでもよい」

と回答した集落協定について、追加調査を行った結果は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 追加調査の結果、「廃止してもよい」と考える集落協定について分析したとこ

ろ、その多くは、基礎活動を行っている集落協定であった。また、廃止してもよ

い理由として、「高齢化・担い手不足」や次期対策が実施された場合、「平成22

年度から５年間継続することへの不安」と回答する集落協定が多数を占めた。こ

れらのことから、事業効果が認められないことから「廃止してもよい」と考えて

いるのではなく、次期対策に取り組んだ場合、高齢化等の理由により、向こう５

年間事業を適正に実施できるのか不安が募っているものと推測される。 

また、事業を「廃止してもよい」又は「どちらでもよい」と回答した４市町村

について確認した結果は下記のとおりであり、集落協定と同じく事業効果が認め

られないと考えている市町村は存在しなかった。 
 

区   分 市町村数

高齢化による事業継続への危惧 ２

基礎活動の集落協定が多く、要件がこれ以上厳しくなると事業継続が困難 １

より条件の厳しい地域を手厚く保護するなど制度を改正すべき １

どちらかといえば継続してもらいたい
50集落協定

廃止してもよい
42集落協定

どちらでもよい
64集落協定

どちらかといえば廃止してもよい
14集落協定

活動区分 協定数 割合

基礎活動の集落協定 51 91.1%

一般加算活動の集落協定 5 8.9%

合　　　計 56 100%

1

1

11

16

22

37

0 5 10 15 20 25 30 35 40

高齢化・担い手不足

平成22年度から5年間継続することへの不安

役員へのなり手がいない（事務が繁雑、リーダー不足等）

要件が厳しい

本事業を実施しなくても自立可能（事業からの卒業）

畑が主であるため単価が低くやっていけない

廃止してもよい
56集落協定
（全体の4.5%）

（複数回答）

活動別の状況

「廃止してもよい」と考える理由



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長野県は地産地消を進めています。 

毎月第 3 日曜日（家庭の日）を含む金、

土、日曜日は「信州を味わう日」です。 


